


















「地域経済の自立•発展に必要なビジネス視点とは エネルギ ーの未来
いなべ ～東日本大震災が私たちに教えてくれたもの～」

伊藤聡子氏（フリ ー キャスタ ー ・事業創造大学院大学客員教授）

開 催 日平成28年2月1日（月）

会 場六石高原ホテルカリスタの間

共 催いなべ市商工会、東員町商工会

参加 者127名

伊藤氏は、中東の社会的緊張の高まりなどが、国際的なリスクとして
懸念されていることを紹介し、東日本大震災以降、エネルギー源の多くを
輸入に頼っている日本への影響について、海外の情勢で右往左往しな
くてはいけなくなると述べられました。

その上で、「エネルギーの動向は、企業の経営にとって死活問題であ
る」と説明され、企業も省 エネルギーの意識を持ち、エネルギーマネージ
メントをしっかり行う必要があると述べられました。また、費用面などで優
れる小規模水力発電などを紹介し、省エネ技術が進歩しているので、ど
こに投資するかを考えてい＜べきだと呼びかけられました。

最後に、気候変動について、H本だけでなく惟界規模で異常気象現
象が発生しており、その原因がCO2といわれているが、特に日本では、2
011年以降、原子力発電所が停止し、化石燃料の使用が増えて、CO2
の排出量が増えていることへの対応が課題であると説明されました。

ー 鈴鹿
「エネルギ ー から見た世界経済と国内経済」

内田俊宏氏（学校法人梅村学園評議員 中京大学経済学部客員教授）

開 催 日平成28年2月4日（木）

会 場鈴鹿商工会議所会館

共 催鈴鹿商工会議所、亀山商工会議所

参加 者78名

内田氏は、短期的な景気を展望した場合、衆院解散の有無とFRBの
利上げ時期がB銀の金融政策に及ぼす影轡が大きいと指摘されました。

さらに、中部地域は次惟代製造業の集積地であり、2027年のリニア
開通も含め他地域に対して優位性を持ち、日本のけん引役となるべき地
域だと主張されました。

また、今後、注目している産業の一つとして、環境・ エネルギー産業をあ
げ、足元の相場低迷により注目度が低下しているものの、中長期的にみ
れば、中国などアジアで深刻な公害問題が発生しており、日本の環境対
応技術への注目度が高まることは間違いないと説明されました。

TPPに関しては、資源のない日本にとって、資源保有国の参加が多い
経済連携協定は安定的な資源確保に繋がるメリットが大きく、エネルギー

政策上の観点からも不可欠と指摘されました。
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